
令和３年度（2021年度）公社等経営評価書

１　法人の概要

（職　名） （氏　名）

　〒

　
　

　資本金・基本金等 設立の目的・事業の目的

主な出資者等の構成（出資等比率順位順）
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　主要事業の概要 　 　

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※常勤役員のみ ※常勤職員のみ（ただし、職員平均年収及び勤続年数はプロパー職員分）

令和元年度
決算額（千円、％）

出資等比率（％）

公益財団法人青森県フェリー埠頭公社

公益財団法人青森県フェリー埠頭公社

代表理事 藤田　昇

法　人　名 所管部課名 県土整備部港湾空港課

所　在　地

代表者職氏名

038-0002

金額（千円）

青森県

37.17

基準年月日
（基本情報に係る基準日） 令和3年7月1日

ＦＡＸ番号 017-781-7132

017-781-7131

無無公益

無

令和3年度

昭和47年12月7日設立年月日

ＨＰアドレス
ｅ-mailアドレス

電話番号

36.20

63.80345,844

前年度
増減

区　　　分
令和元年度 令和2年度

氏　　名　・　名　　称

20,000

100.00

事業３

事業２

事業１

542,102 100.00

青森市沖館二丁目11番1号

fsoumu@aomori-ferry.or.jp
http://www.aomori-ferry.or.jp

100.0

196,258

令和2年度

315,055

（2020)（2019）

186,36738.00

62.00305,811

187,408

全事業

(2018)

％100.0

20,000

千円

資本金・基本金等

(うち県の出資等額)

(県の出資等比率)

20,000

501,422 100.00493,219

　青森港及び八戸港におけるフェリー埠頭及びフェリー埠頭の円滑な利用を確
保するために必要な施設の管理を総合的かつ効率的に行うことにより、青森港
及び八戸港の機能強化を図り、もって地域社会の健全な発展及び国民生活に不
可欠な物資、エネルギー等の安全供給の確保を図ることを目的とする。

平成30年度

青森港のフェリー埠頭及びフェリーの円滑な利用を確保するために必要な施設の建設、賃貸及び管理運営

千円

62.83

無

無公益

再委託
の有無

受託収
入の有
無

補助金
の有無

公益・
収益等
の別

無

　経営目標
経営理念
　１．利用者のためフェリー埠頭の機能強化と円滑な利用の確保
　２．財務内容の健全性と公正・公明な経営体質の確保
　３．職員が明るく、働きがいのある職場づくり

経営目標
　１．事業の公共性、公益性の維持と利用者のニーズに対応した埠頭施設の提供
　２．総合的かつ効率的な埠頭施設の管理による持続的な健全経営
　３．内部統制及びコンプライアンス態勢の整備による組織運営の健全化と公正・公明な事業活動の推進
　４．人材の育成と定員の適正化及び業務の合理化の推進
　５．強固な財政基盤の構築と経営の安定化

上記以外

八戸港フェリー埠頭事業

青森港フェリー埠頭事業

主要事業
割合割合割合

県派遣 県ＯＢ

（内容）

（内容）八戸港のフェリー埠頭及びフェリーの円滑な利用を確保するために必要な施設の建設、賃貸及び管理運営

（内容）

役
員

常　勤 2

6 1

2

4 1 2

11年

3

2

2 2

（2019） （2020) （2021）
県派遣 県ＯＢ 県派遣 県ＯＢ

1

1 2 1

2 8

常　勤

1

1

非常勤 6 2

計

3 10

2

8 3 6

33

9

非常勤

2

1211

臨時職員

3

歳

計

勤続年数（平均）役員平均年齢

役員平均年収 5,906 千円 職員平均年収

43 30代63 60代～

　組織の状況

増減理由

辞任者の補充

職
員

職員の
年代別構成

職員平均年齢

2人

50代40代

4,931 千円

20代歳

10

1人 2人2人

3

12

公益法人等用

mailto:fsoumu@aomori-ferry.or.jp#
http://www.aomori-ferry.or.jp/#


２　財務の状況 （単位：千円）

（単位：％）

３　経営評価結果等への対応状況

前年度増減財務分析指標

正味財産比率

経常比率

総資産当期経常増減率

事業費　

県
費
等
の
受
入
状
況

運営費（人件費含む）

受託事業収入

財
務
構
造

補助金収入率

資
産

資産

負債

正味財産

補助金

負担金

前年度増減

5,613,643

主な増減理由〔法人記入〕

貸倒引当金繰入率を法定繰入率に見直し
前年固定資産除却

668 ▲ 5,937 9,725

5,149,069

5,750,594

令和2年度

▲ 166

▲ 35,888

▲ 40,680

4,792

20,454

15,662

107,682

▲ 60,825

101,001

▲ 6,681

107,682

283

5,256,751

148,363

（2020)

599,379

501,422

97,957

107,682

5,649,593

480,524

5,169,069

473,843

449

209,188

令和元年度

（2019）

635,267

542,102

93,165

87,228

531,802

5,081,841

654

平成30年度

(2018)

622,936

493,219

129,717

130,385

財
務
健
全
性

受託等収入率

項　　　　　目

経常収益

経常費用

当期経常増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期末残高

借入金残高

当期経常外増減額

7.21

14.72

管理費比率

人件費比率

0.10

2.31

県財政関与率

効
率
性

4.80

5,276,751

流動比率

借入金比率

(2018)

平成30年度

126.30

90.53

交付金

5,061,841

91.49 91.76 0.27

117.19

貸付金

269,523

借入金償還計画

無利子借入金による利息軽減額
（長期プライムレートによる試算額）

減免額（土地・施設等使用料等）

債務保証残高

損失補償残高

収
支
等
の
状
況

119.54 2.35

1.65 1.70 0.05

0.07 0.05 ▲ 0.02

未払い金の増（3月末工期の工事）

借入金償還計画

【委員会意見】地震や台風などの災害が発生
した際に、外国人が適切に行動できるよう多
言語対応の情報提供を行うなど防災対応力を
高める取組状況について

　施設内の案内看板等は英語ほか多言語及びピクトグラ
ムの併記を採用し情報伝達している。窓口には翻訳用タ
ブレットを設置し日本語不理解者への多言語音声翻訳ア
プリによる情報伝達対応をしている。埠頭利用船社等と
協力し防災訓練を定期的に実施している。

　外国人の安全確保及び利便性の高いサービスを提供す
るため、サイン類の多言語化など情報提供機能を充実さ
せるとともに、予期せぬ災害等に備えて防災訓練を定期
的に実施すること。

3.70 2.58 ▲ 1.12

これまでの経営評価結果等
（改善事項等）

　利用者の安全確保を第一に、引き続き利用者のニーズ
に合った利便性の高いサービス及び情報の提供を行うこ
と。

　BCPの継続的な見直しを行うこと。また、予期せぬ災害
等に備えて定期的に訓練を実施すること。

公益財団法人青森県フェリー埠頭公社

左に係る県所管部局の意見・評価
〔県所管部局記入〕

対応状況
〔法人記入〕

6.62 7.27 0.65

13.73

経常外費用の減

借入金償還計画

借入金償還計画

令和元年度

（2019）

令和2年度

（2020)
主な増減理由〔法人記入〕

15.25 1.53

754.24 478.63

　埠頭利用者のニーズと柔軟性をもった機動
的なサービスの提供状況について

　非常時（大規模自然災害発生時等）にも、
広域的に極めて重要な役割を果たすため、Ｂ
ＣＰ（業務継続計画）の再点検や訓練の実施
状況について

　毎月、埠頭利用船社等と運営連絡会議を実施し意見交
換により利用者のニーズを把握しており、埠頭の整備や
安全確保、利用者へのサービス提供や情報提供をしてい
る。

　BCP（事業継続計画）は青森県BCPや青森港BCP、八戸港
BCPの見直し状況等を確認しながら継続的に見直しを行っ
ている。日頃から施設の点検を実施し、関係者との連絡
を密にし情報共有を図っている。津波等の災害避難訓練
を定期的に実施している。

▲ 275.61785.32



４　経営評価指標

（１）法人自己評価

（２）県所管部局評価

５　総合評価

95.65

（参考）
前年度得点率

100.00

93.94

97.50

100.00

131

法人評価
得点率

100.00

93.94

97.50

92.31

91.30

94.93

16

31

39

24

16

33

40

26

138

公益財団法人青森県フェリー埠頭公社

評価項目 自己評価〔法人記入〕
（経営概況、経営上の課題・対策、得点率の増減理由等）

対象指標
評点数

目的適合性

　当公社の埠頭事業は、公共的・公益的目的と役割を有してお
り、現在の社会経済情勢下においても存在意義のある法人であ
る。
　また、事業運営にあたっては、行政の補完機能を果たしてお
り、県行政及び県民ニーズに対応している。

計　画　性

評点数

　埠頭施設の長寿命化を図るため予防保全型の計画修繕を実施す
べく、施設の維持管理計画を策定し、同計画を反映した中期計画
に基づいて健全経営に取り組んでいる。
　中期計画の検証及び見直しを行い埠頭施設の長寿命化を図るた
め計画的な施設修繕を実施している。

組織運営の健全性

　役職員の職務の執行が理事会、全体会議の開催で効率的に行わ
れている。

経営の効率性

　各種研修等を通じ職員のスキルアップに取り組んでいる。
　また、経常費用全般にわたって緊急性、費用対効果の視点から
見直しを行い、節減に取り組んでいる。

財務状況の健全性

　収支の黒字は確保されていて、持続的・安定的な法人の運営を
行っている。
　また、平成13年度以降は県からの借入は無く、償還計画に基づ
き償還している。
　財務の健全性は充分に図られている。

23 21 86.96

合　　計

コメント〔県所管部局記入〕（改善事項等）

計　画　性

組織運営の健全性

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴う収益の減少はあるものの、経常費用の見直し等により事業収益を
安定的に確保しており、経営基盤は安定しているものと評価している。
　フェリーは、本州と北海道を結ぶ公共交通機関として人的交流や物流を促進する貴重なインフラであ
り、大規模な災害発生時には広域的に重要な役割を果たすことから、定期的にBCPの点検や訓練の実施に
取り組むとともに、外国人利用者の防災対応力の向上に資するよう多言語化対応等に継続して取り組むこ
とを期待する。
　上記のとおり、経営上の課題は特に認められないことからＡ評価とした。

評価項目

目的適合性

項目別評価 コメント〔県所管部局記入〕

Ａ

対応等は良好◎ 　コロナ禍による社会情勢の変化など、時流を捉えた取組を企画・実施するため、
PDCAサイクルを通じた事業運営や経営改善に引き続き取り組むこと。

◎ 対応等は良好
 フェリーは本州と北海道を結ぶ公共交通機関として人的交流や物流を促進する貴重な
インフラであることから、今後とも利用者のニーズを踏まえた利便性の高い取組を実
施すること。

◎ 対応等は良好

経営の効率性

◎ 対応等は良好

　引き続き、法人運営を適正に行うこと。

　社会経済情勢の変化や費用対効果も考慮しながら、経営の効率化に努めること。

　引き続き、財政の健全化に努めること。

概ね良好

財務状況の健全性

○ 概ね対応等は良好

総合評価


